200８　年　７　月　１０　日
　日本聖公会京都教区　審判廷　御中
　　　　　　　
申立人　 　イマニュエル　　   木下　量熙　　　（司祭）　　　　　　　　　東京教区
申立人　 　コンスタンチヌス　　村岡　利幸　　大阪聖ヨハネ教会　　　大阪教区
申立人　 　パ　ウ　ロ　　　　　　石井　義雄　　　（司祭）　　　　　　　　　京都教区
申立人　 　パコミウス　　　  　 籠　　正二　　聖光教会　　　　　　　　 京都教区
申立人　 　バ　ル　ナ　バ  　 高田　楠雄　　藤沢聖マルコ教会　　　横浜教区
　　　　
申立人　 　ヤ　コ　ブ　　　　  堀江　育夫　　高田基督教会　　　　　　京都教区
申立人　 　ル　　ツ　　　　　　　大谷　英子　　清瀬聖母教会　　　　　　東京教区

申立人　　　他2名
審判代理人（木下量熙、石井義雄、堀江育夫、大谷英子他2名の代理）
コンスタンチヌス　　村岡　利幸　　大阪聖ヨハネ教会　　大阪教区
審判代理人 （高田楠雄の代理）　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     
パコミウス　　　　　　籠　　正二　　　聖光教会　　　　　　　京都教区
被申立人　　　モーセ　　　原田文雄　　　（司祭）　　 　京都教区   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（次ページ　申立書本文）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　13頁

懲　戒　申　立　書　
［懲戒申立趣旨］
被申立人モーセ原田文雄（司祭）は、日本聖公会法規第１９８条（聖職の懲戒事由）、第１項第３号の、「その他著しく不道徳または不正であること。」に該当すると考えるので、第２０１条（聖職の懲戒）第１項第４号の、「終身停職」の懲戒を求めるため申し立てるものである。
　[懲戒申立の事由である事実]
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１、被申立人は聖書に示される「みだら」な行為を繰り返し、その事実は次の通りである。
(1) 被申立人は、奈良地方裁判所に訴訟を提起した被害女性が小学４年生から高校３年生に至るまでの間、礼拝堂その他で「みだら」な行為を繰り返した。その一部始終は大阪高等裁判所の確定判決において、被申立人が「教育的意味を持った行為であると被害者を偽って、自らの性欲のはけ口とし性的虐待を加えた」ものとされ、さらに「被害者は精神を犠牲にさせられた上、ＰＴＳＤに罹患するなど、本人の被った精神的苦痛はまことに甚大」と結論づけられ、被申立人が未成年者に対する性的虐待行為を反復継続していた事実が認定されたのである。　（　証拠甲第１号：大阪高裁判決：平成１７年３月３０日確定判決写及び、証拠甲第２号：最高裁判所決定：平成１７年７月１９日上告棄却不受理決定写　）
(2) この被害について裁判所は、判決文の一部として別紙に詳細な事実認定を行っており、被申立人が「みだら」な行為を繰り返した事実は、申立人がこの判決文を証拠甲第１号として提出し、これを本京都教区審判廷において判決文を朗読して弁論する。とりわけ、この判決は民事訴訟であることから、捜査機関が収集した供述や証拠が存在するものではない。あくまで原告と被告の双方が持ち寄った弁論と証拠を用いて、裁判所により判断されたもので、被申立人である被告が裁判所に対してきわめて厳格な判断を要望した上での判決でもあったのである。したがって、この訴訟の公判中に、被告であった被申立人は、思う存分の弁論と証明ならびに証拠物の提出をしたと考えられるのであって、その上で裁判所が、被申立人の性的虐待の存在事実を認め、道理をもって主要な虐待が行われた加害論証を合理的に行ない、その裏付けとなる証拠を確認するなどして、判決の結論が出されたものである。
(3) くどいようではあるが、原告側と被告側それぞれの弁護士及び奈良地裁と大阪高裁の裁判官らの法律家が、この裁判において、きわめて専門的な事実関係の整理、認否、論証を行ったのであって、この裁判において被申立人の「みだら」な行為の有無、認否そして論証に限っては、これに関する審理は尽くされたものと考えられ、本京都教区審判廷においては、日本聖公会審判廷規則第３５条の規定に基づき、「公知の事実」として証明をする必要は無く、審判のみで十分であると考える。また、２００５年１２月９日に、京都教区主教によって記者会見が行われ、被申立人の「性的虐待は事実であったことが判明いたしました。」として、奈良地方裁判所に訴訟を提起した原告被害者に対する「みだら」な行為の事実が、京都教区によって認められたことについて、申立人は申し添えるものである。（　証拠甲第３号：２００５年１２月９日奈良県庁内、京都教区記者会見内容　）
(4) 加えて、２００７年１１月２３日に開催された、京都教区第１０１回定期教区会・常置委員会報告において、次のような報告がなされている。「８月１９日（日）　原田事件に関する、まったく新しい被害者（Bさん）が名乗り出られた。」　さらに、「１１月２日（金）・・・・・・原田元牧師は、その被害者Ｂさんに対する性的加害の事実を認め、『申し訳ありませんでした』と口頭で謝罪を行った。……原田元牧師はこれに応じて、３通（合計４通）の事実確認と謝罪の文を書き、署名捺印した。」　　この報告によって、被申立人の「みだら」な行為が、少なくとも４名の被害者に行われていたと認められているものであるが、これについては、教会共同体の秩序を乱す不道徳であるか否かの範囲で、現在も不道徳が継続している状況など必要最小限の審理にとどめることを望むものである。　（　証拠甲第４号：２００７年１１月２３日付京都教区常置委員会報告写　）
(5) 被申立人は、前記訴訟の公判の中で明らかにされているように、司祭の立場であれば予見することができるところの、未成年者に対する「みだら」な行為を繰り返したのであって、悪質そのものと言わざるを得ない。加えて、後述するところの、聖書に示される「姦淫」の行為や「偽証」の行為と相まって、被申立人は、これらを一体のものとして、「みだら」な行為を反復継続的に実行したのであって、決して一過性の「みだら」な行ないが偶発的に行われたものではないのである。
(6) よって、被申立人が、聖書に示される「しかし、わたしは言っておく。みだらな思いで他人の妻を見る者はだれでも、既に心の中でその女を犯したのである。」（マタイ５：２８）並びに、「しかも、多くの人が彼らのみだらな楽しみを見倣っています。彼らのために真理の道はそしられるのです。」（２ペテ２：２）の神の真理又はみ言葉に背くところの「みだら」な行為を、反復継続していた事実は明白であり、被申立人の行為は教会共同体の秩序を乱す、著しい不道徳である。
２、 被申立人は、聖書に示される「姦淫」の行為を行って、これをはばからず、その事実は次の通りである。
(1) 被申立人は、被害女性が小学４年生から高校３年生に至るまでの間、礼拝堂その他で「姦淫」の行為を繰り返した。これは前項で述べた事実関係とその認定と重複するので、この項においては省略をする。
(2) ところが、それには留まらず、被申立人は、奈良地方裁判所に訴訟を提起された公判の中で、訴訟の原告となった被害者本人に宛てた手紙において、被申立人は、「この手紙を書いているうちにラブレターになって…」であるとか、「こんなに好きなのだから、それに応えて私を愛して欲しい。」などとの姦淫の様子を書きしるすに至っている。（　証拠甲第５号：２００１年３月１０日発、被申立人の手紙写　）
(3) さらにこのことは、次の項で詳しく述べる通り、被申立人は、このような記載がキリスト教の教義であると裁判官の尋問に答えたのであるが、そこには被申立人からの姦淫の意思が手紙の相手方に伝達され、被申立人が姦淫により相手方に生ずる効果を狙ったことには間違いがない。
(4) 被申立人はこのように「姦淫」の行為を明確な形で行ったことを裁判所の公判において認めただけでなく、２００２年７月１日、奈良地方裁判所葛城支部法廷内で行われた被告本人尋問で、裁判官が被申立人である被告に対する直接尋問の際に、こういった手紙内容の行為が聖書の立場からは「キリスト教の教義」であるとまで、被申立人は、はばかることなく明言したものである。さらに、その時から後、今日に至るまで、こういった姦淫の事実を正当化する言について、被申立人から撤回されたとか、誤りを認めたなどとのことは一切ないのである。（　証拠甲第６号：平成１４年７月１日奈良地裁：被申立人の被告本人尋問調書写　）
(5) 被申立人が姦淫の正当化を図ろうとも、少女に対して行った一連の行為は否定しようのない姦淫である。姦淫は、人間同士の合意等には関係なく神に対する罪である。裁判その他において、「受容」とか「キリスト教の教義」あるいは、「セクハラ」といった神学珍説を力説しようと、姦淫には変わりがない。
とはいっても、被申立人の言い分には定かではない部分があるのかもしれない。被申立人の行為は、日本国の民事訴訟法の要件事実もしくは刑事訴訟法の構成要件を明らかにする手法でもって、大阪高等裁判所判決では証明がなされているのだが、被申立人独自の言い分すべてが、裁判所で論述証明されているわけではないことも確かである。被申立人に悔悛の機会を与え、教会共同体での和解形成を図るにあたっての配慮又は措置をするにあっては、確かに、被申立人に説明させるべき事情があるのかもしれない。
ちなみに、本審判廷に提出した証拠甲第５号の被害者への手紙内容をはじめ、証拠甲第４号の常置委員会報告にある被申立人の一部加害否認において、被申立人が良心に基づいて自白をしているのであれば、日本聖公会の審判廷であれば、過失責任のみならず原因責任、結果責任などを検討することも必要なのかもしれない。
だが、裁判所にあっては、被申立人が立場を利用して被害者を抵抗拒絶不能にさせ、わいせつ行為を行ったことが姦淫であり、これが完璧に事実認定されていても、未だに被申立人はこれを認めていない。又、被害女性たちに対して、被申立人が呵責すら表明していない事案も、未だに存在するのである。そうだとすると、聖書に示す姦淫などの事実を認めていない被申立人を赦せという議論は、あまりにも非神学的である。
被申立人の言い分、原因責任や結果責任などを検討することよりも優先させる必要がある事柄は、被申立人のしていたことが正に聖書に示された姦淫であり、罪だとはっきり宣言することであり、これこそが悔悛機会と教会共同体和解形成のスタート地点であると考える。放任放置や誤魔化しを行うことは、被申立人の著しい不道徳をこれからも助長させ、被申立人は益々罪に陥れることになるだけである。教会共同体の秩序維持を図るためには、聖書に示された姦淫の事実と罪から目を背けるわけにはいかないのである。
(6) よって、被申立人が、聖書に示される、「しかし、わたしは言っておく。みだらな思いで他人の妻を見る者はだれでも、既に心の中でその女を犯したのである。」（マタイ５：２８）さらに、「結婚はすべての人に尊ばれるべきであり、夫婦の関係は汚してはなりません。神は、みだらな者や姦淫する者を裁かれるのです。」（ヘブル１３：４）の神の真理又はみ言葉に背くところの、「姦淫」の行為を反復継続して行った事実は明白であるばかりでなく、これを誰にもはばからない被申立人の姿勢は、教会共同体の秩序を乱す不道徳の極みである。
３、 被申立人は、聖書に示される「偽証」の行為を繰り返し「人を分け隔て」し、その事実関係は次の通りである。
(1) 同じく奈良地方裁判所に訴訟を提起された公判の中で明らかになっているものであるが、被申立人は、何らの根拠も医師からの診断も示されていないにも関わらず、訴訟の原告となった被害者を精神病的状況とか虚言癖であると、訴訟における被告代理人の弁論をして、決めつけたのである。原告となった被害者は訴訟審理の中で医師の精神鑑定を受けることによって、初めて被申立人の偽証には根拠のないことが証明されたのである。（　証拠甲第１号：大阪高裁判決：平成１７年３月３０日確定判決写及び、証拠甲第６号：平成１４年７月１日奈良地裁：被申立人の被告本人尋問調書写　）
(2) 訴訟における被告代理人が弁論した精神病的状況や虚言癖の意思表示などは、被告本人の意思表示と見なされるものであって、その責めを被申立人が免れることはできない。仮に百歩譲ったとしても、被申立人は司祭の職位にあったのであるから、物事に対して沈黙をするとか、いわゆる「憐れみ」を以ってして接するとかして、「偽証の罪」を侵すことのない方法をも実行しえたのである。従って、根拠もなく決めつけるといった被申立人の行為は偽証そのものと断定せざるを得ない。
(3) また、その１年後の奈良地方裁判所葛城支部法廷内での、被告本人尋問において、被申立人は、「狂ったような愛情はなかった。」と証言した上で、こういった手紙の内容に関して、聖職の立場から原告被害女性の精神的な疾患状況を配慮したものと、被申立人自らの口上でもって損害賠償を免れるための弁明をするに至ったのである。そして、その時から後、今日に至るまで、この「偽証」と「人を分け隔て」た言について、被申立人から撤回されたとか、誤りを認めたなどとのことは一切ない。被申立人は、日本国の裁判所に提起された訴訟の審理の場であったとしても、あくまでも司祭職の立場を貫くことが求められているのであって、決して、人を精神的な疾患状況であるなどとして分け隔てすることが許されるものではないのである。（　証拠甲第６号：平成１４年７月１日奈良地裁：被申立人の被告本人尋問調書写　）
(4) よって、被申立人が、聖書に示される「『姦淫するな、殺すな、盗むな、偽証するな、父母を敬え』という掟をあなたは知っているはずだ。」」（ルカ１８：２０）の神の真理又はみ言葉に背くところの「偽証」の行為を繰り返し、聖書に示される「 わたしの兄弟たち、栄光に満ちた、わたしたちの主イエス・キリストを信じながら、人を分け隔てしてはなりません。」（ヤコブ２：１）さらに、「しかし、人を分け隔てするなら、あなたがたは罪を犯すことになり、律法によって違犯者と断定されます。」（ヤコブ２：９）の神の真理又はみ言葉に背くところの「人を分け隔て」た行為を行った事実は明白であり、被申立人の行為は教会共同体の秩序を乱す著しい不道徳である。
４、 被申立人は、聖書に示される「盗み」の行為を行ない、その事実関係は次の通りである。
(1) 被申立人は、現在判明している合計６人とされる被害者に対する性的虐待行為が著しい不道徳であることを知っていたことは当然である。また、奈良地方裁判所の訴訟の原告となった被害者に対して、学校法人聖光学園理事長職にあって、聖光教会牧師館の中でわいせつ行為を実行したことも裁判で認定されているのである。それにも関わらず、２００５年２月６日の京都教区聖光教会の教会委員会に対して、自ら６４０万円余の退職金支給を理事会下準備として提案し、同年２月２７日の学校法人聖光学園の理事会にあっては、被申立人自らが議長となり、自らの７００万円の退職金支給を決議し、学校法人聖光学園から、被申立人に退職金を支払わせたのである。（　証拠甲第７号：２００５年２月７日付被申立人作成資料写及び、証拠甲第８号：２００５年２月２７日学校法人聖光学園理事会議事録写　）
(2) 被申立人は、学校法人聖光学園の目的が、「この法人は、キリスト教（日本聖公会）の信仰に基づき、教育基本法及び学校教育法に従い、学校教育を行なうことを目的とする。」　（　証拠甲第９号：学校法人聖光学園寄付行為第３条写　）　ものであることを、約１７年間理事長の立場にあったことから、十分に承知していた。それにも関わらず、被申立人は性的虐待の事実あるいは少女虐待事件が大阪高裁係争中であることを学校法人聖光学園の理事会に一度たりとも報告することはなかった。加えて、少女虐待事件大阪高裁判決言い渡し日の２００５年３月３０日が約一カ月後に迫った２００５年２月２７日の理事会にあっても、被申立人は議長の席にありながら、この係争を理事会に知らせることなく、退職金支給を決議させしめたものである。２００８年５月１６日に至っても、被申立人から学校法人聖光学園に退職金が返還された事実は、学校法人聖光学園監事の監査によっては確認されておらず、その後、被申立人から退職金が返還されたとの事実はない。
(3) これら一連の行為は、形式こそ学校法人理事会による退職金支給行為とされ、理事長に対する報酬枠外の功労金扱いとされてはいるものの、その実、みだらな行為や姦淫を反復継続する聖職者にあっては、退職金を受領したことは、聖書に示す「盗み」の行為そのものにほかならないと言わざるを得ない。たしかに、日本国の刑法や民法条文では違法とならないのかもしれないが、教会共同体にあっては明確に秩序を乱す極めて著しい不道徳な行為なのであって、宣教の妨げになることに異論を唱える者はいないと考える。
(4) よって、被申立人が、聖書に示される神の真理又はみ言葉に背くところの、「盗み」の行為を行ったことは明白であり、被申立人の行為は教会共同体の秩序を乱す著しい不道徳である。
５、聖職按手式の司祭按手において約束したことに違反する不道徳である。
今まで述べた被申立人の一連の行為は、聖職按手式の司祭按手において約束したこと、すなわち、主教の問い「なんじ神の御言葉にそむく異なる教えを教会より払いさり、健やかなる者と病める者とのわかちなく、公にも私にも、すべての信徒を戒め、また勧むることを努むるか」に対し、「われ神の助けによりてかくなさん」と答え（前祈祷書５３５ページ）、さらに主教の問い「なんじ慎みておのれと家族との行ないをキリストの道にかなわせ、力のおよぶかぎりキリストの群れの良き模範となることを努むるか」に対し、「われ神の助けによりてこれをなさん」と答えたこと（前祈祷書５３６ページ）に違反するものである。現在の祈祷書における、「すべての人を分け隔てなく愛し、」（祈祷書４５６ページ）ならびに、「あなたと、家族の生活をキリストの道にかなわせる」（祈祷書４５７ページ）の同義内容に違反するものでもある。被申立人の一連の行為は、司祭の立場であればこの点からも予見することができるところの不道徳なのである。
加えて、一連の行為を行った当時は牧師の地位にあり、後に神学校の教員も勤め、さらに京都教区の常置委員長などの要職を歴任していたのであるから、一連の過ちに対する司祭職責任の程度に留まる不道徳ではなく、現在なおも司祭按手において約束したことに背き続けていることと相まって、被申立人は偽りの信仰を演じた不道徳の極みであると言われても仕方がないものである。
よって、被申立人の一連の行為は、日本聖公会法規第１９８条（聖職の懲戒事由）第１項第２号の懲戒事由に規定される趣旨に反する行為であることは明白であり、教会共同体の秩序を乱す著しい不道徳である。
６、懲戒申立の時効に関する申立人の主張
(1) 被申立人は、審理において日本聖公会法規第２１０条（懲戒申立の時効）を主張もしくは採用すべきとの陳述を行なうかもしれない。ところが、現代のあらゆる法といわれる制度にあって、時効制度の根拠あるいは存在理由は、長年継続した事実状態を尊重するとしても教会共同体の安定を図る目的のためであって、長期間の経過で真実の立証が困難になることによる判断の過ちを防ぐための制度であると考える。だとすると、被申立人の一連の行為は教会共同体の安定を図る目的のものであるとは言い難く、最初に発覚したみだらな行為から３年以上が経過しているとしても、大阪高等裁判所での確定した判決によって、およその真実が立証されていることからすると、３年経過の時効を主張することは、いかなる者であっても単なる形式を悪用する詭弁であると言わざるを得ない。
(2) ２００７年１１月２３日、京都教区の教区会に発表された常置委員会報告においても、みだら、姦淫、偽証、人を分け隔てる行為について、被申立人の反省すら見受けられるようなことはない。被申立人は、今に至るまで、これらの行為を反復継続的に実行しているのであって、決して過去に完了したみだら、姦淫、偽証、人を分け隔てる行為の一過性の偶発的なものとしての、不道徳では無いのである。（　証拠甲第４号：２００７年１１月２３日付京都教区常置委員会報告写　）
(3) 審判廷への懲戒申立を前に、２００８年６月３０日１６時半ごろ、申立人の村岡利幸は被申立人の居宅を訪れた。被申立人居宅の門柱のインターホンを３回押したところで、ようやく被申立人の声がインターホンに現れ、被申立人であることを確認した後、次のような会話となった。
申立人：村岡
「突然なのですが、審判に出す前に何とかならないかと、寄せていただきました。」
被申立人
「聖公会のことは弁護士を通してもらうことになってます。」
申立人：村岡
「日本の法律のことではなくて、教会のことですので、少しだけでも会ってください。」 
被申立人「・・・・・・・・・」
申立人：村岡
「審判廷に申し立てする前に、聖書にもある通り、２～３人とともに説得するようにとのことで、何人もの方にお話を伺った上、やってきました。」
被申立人
「精神的に耐えられません。」
として、被申立人に突然インターホンを切られ、面会を拒絶された。
申立人村岡は同日の１７時過ぎに、被申立人に架電し被申立人であることを確認した上で、再び面会をお願いした。
その時の会話は次の通りである。
申立人：村岡
「あきらめきれません。面会してくれませんか？」
被申立人「お断りします。胸が痛くて、ごめんなさい。」
と電話を切られた。
こういった会話にあって、一連の不道徳について、被申立人が悔い改めの意思を現在に至るまで表示していないものと判断せざるを得ないのである。なお、この日の状況については、後日に証人調べを行って証明をするものである。
(4) 加えて、現在でも被申立人によって、奈良地方裁判所に訴訟を提起した被害女性はＰＴＳＤに罹患させられ、被申立人が謝罪しないことにより、この被害女性とは和解の見通しも立たず、この被害女性の社会復帰のための事後対策は停滞せざるを得ない実状なのであって、被申立人による極めて不道徳な行為は、いまだに継続されているのである。
(5) よって、本件懲戒申立にかかる時効完成のいかなる主張があったとしても、そこには道理のある根拠は何一つないのである。
７、申立人らの懲戒申立の趣旨
よって、申立人らは懲戒申立趣旨の通り、被申立人モーセ原田文雄（司祭）は、日本聖公会法規第１９８条（聖職の懲戒事由）、第１項第３号の、「その他著しく不道徳または不正であること。」に該当すると考えるので、被申立人に対する第２０１条（聖職の懲戒）第１項第４号の、「終身停職」の懲戒を求めるものである。
8、 申立人らの主張
本件にかかる被申立人の懲戒は、本来、日本聖公会法規により審判廷の審判に基づいて、事件発覚後すぐさま京都教区主教らが懲戒を申し立て、京都教区主教が被申立人の懲戒を行なうことが教会共同体の安定に資するもの、と申立人らの多くは考えていたものである。しかしながら、これがなされる見通しが立たない現時点で、ここに至っては日本聖公会の教会共同体の秩序と道徳を守るためには、私たち申立人が、本件懲戒申立に踏み切らざるを得なかったことを申し添えるものである。
教区審判廷の審判長ならびに審判員におかれては、十二分にご存知のことと推測するが、懲戒そのものは、「共同体の秩序を乱し、共同体の宣教に重大な障害を起こす者を、先ずそれに気付いた個人が忠告し、次に２～３人と共に説得し、それでも聞かない場合には、教会に訴えるという原則の上に立ち、（Mt18:15-17）、しかも処罰することが目的でなくて、悔い改める者を赦し、いつでも共同体の中に回復しようとする精神に立っている。教会は福音の奥義を与えられており、その意味で、『天使も裁く』（１Ｃｏｒ６：３）権限を与えられている。」（日本聖公会法憲法規解説＝飯田徳昭著１３１ページから引用）　こういった理念を懲戒規定の念頭においていることに、一層の配慮をいただくよう、申立人らは心尽くし、精神を尽くして、これを願うものである。
以　　上　

９、添　付　書　類
（1） 　　当事者目録　１　通
（2） 　　委任状　７　通
（3） 　　証拠説明書（１）　　（証拠甲第１号から証拠甲第９号まで）
（4） 　　証拠甲第１号　（大阪高裁判決：平成１７年３月３０日　確定判決写）
（5） 　　証拠甲第２号
（最高裁判所決定：平成１７年７月１９日上告棄却不受理決定写）
（6） 　　証拠甲第３号
（２００５年１２月９日奈良県庁内、京都教区記者会見内容）
（7） 　　証拠甲第４号　（２００７年１１月２３日付京都教区常置委員会報告写）
（8） 　　証拠甲第５号　（２００１年３月１０日発、被申立人の手紙写）
（9） 　　証拠甲第６号　
（平成１４年７月１日奈良地裁：被申立人の被告本人尋問調書写）
（10） 　　証拠甲第７号　（２００５年２月７日付被申立人作成資料写）
（11） 　　証拠甲第８号
（２００５年２月２７日学校法人聖光学園理事会議事録写）
（12） 　　証拠甲第９号　（学校法人聖光学園寄付行為第３条写）
　　　　　　　　　　
PAGE  
4

